　融資限度額の特認制度

　(1)特認制度の趣旨

　　　最近の漁業経営体の収支動向に照らし、これが経営の改善、安定化を図るため一部一定の規模を有する経営体に対して必要な経営安定資金の融資額を確保し、もってこれが経営体の振興に資することを目的としています。

　(2)適用基準

　　　各経営体ごとの適用基準は次のとおりとし、これに適合するとともに真に特認制度による融資限度額を必要と認められる場合に適用します。

　ア　大型定置漁業

　　　ぶり定置等の経営体であって、原則として次の要件のいずれかに該当する場合とする。

1 前年度の経営収支が赤字又は繰越欠損がある場合

2 最近３ヶ月の水揚高が過去３ヶ年平均同期の水揚高に満たない場合

3 １経営体の従業員数が常時30名以上の場合

4 １経営体で定置を２ヶ統以上経営している場合

　イ　50トン以上の中大型漁船漁業

　　　遠洋・沖合漁業のさけ・ます、まぐろ等の経営体であって原則として次の要件のいずれかに該当する場合とする。

1 前年度の経営収支が赤字又は繰越欠損がある場合

2 最近３ヶ月間の水揚高が過去３ヶ年平均同期の水揚高に満たない場合

3 １経営体の所有漁船の総トン数が100トン以上の場合

　ウ　従業員10人以上の水産加工業

　　　多獲性魚種の新加工技術・製品の開発、有効利用等を行う経営体であって原則として次の要件のいずれかに該当する場合とする。

1 前年度の経営収支が赤字又は繰越欠損がある場合

2 最近３ヶ月間の売上高が昨年同期の売上高に満たない場合

3 １経営体の従業員数が常時15名以上の場合

　エ　経営がひっ迫している漁業

1 　　　漁獲不振等により経営がひっ迫している漁業経営体（知事が指定する漁業種類に限る。）であって、原則として次の要件のいずれかに該当する場合とする。

2 前年度の経営収支が赤字又は繰越欠損がある場合

　　②　前年の水揚高が同年前４ヶ年のうち水揚高が最低の年を除いた３ヶ年の平均水揚高（以下「平均水揚高」という。）に比して概ね20％以上の減収となった場合

　　③　１経営体の従業員数が常時４名以上の場合

　オ　災害等その他必要とする特別の事由がある場合

　(3)貸付限度の特認額

　　・(2)のア、イ、ウ及びオの経営体　　2,000万円

　　・(2)のエの経営体　　　　　　　　　2,000万円と平均水揚高の25％のいずれか低い額

　　　※(2)のエの知事が指定する漁業種類　　　いか釣り漁業
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